
 

おわりに 

● 首長が庁内横断的な検討をリードする 

適正規模・適正配置の基本方針では，望ましい学習環境を誰もが共有できるように見える化し，根拠

のあるデータに基づいて，実現に必要な学校規模などの基準や方向性を定めています。 

基本方針策定後は，根拠に基づいたデータを活用して確実に解消しなければいけない課題をまとめ

ます。この課題を踏まえた適正規模・適正配置の方向性のもとで，学校の適正配置のシミュレーション

をすることになりますが，確実に解消する課題は各自治体により異なります。「学校規模の確保」「分散

進学の解消」「ハザードの回避」などが調査した自治体の取組では挙げられています。 

続いて，適正規模・適正配置に係る基本計画を検討する段階では，目指す教育を踏まえた中長期的

な方向性のもとで複数のシナリオを作成し，比較検討します。 
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見える化
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握

将
来
推
計

実態
課題

実態
課題

実態
課題

実態
課題

通学区域、学校配置状況

地域状況

施設状況

学校を取り巻く現状と課題

学校施設・運営面での教育課題

望ましい学習環境

学区の整合、通学距離、通学エリア、通学路の課題、
学校間の距離、児童生徒の多い地区 等

地域人口、開発動向、土地利用、ハザード情報、
他の公共施設、特色ある取り組み等

劣化状況、工事履歴、整備レベル、
敷地状況、今後の維持更新コスト等

上位・関連計画（教育大綱、総合管理計画等)
学校に係る総コスト

特別支援教育、不登校児童生徒への支援、
プール・給食等への対応 等

区分 学校名 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 6 6 6

214 212 210 209 207 205 203 202 200 198 196 194 193 191 189 187 186 184 182 180 178

12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

302 299 297 294 292 289 287 284 282 279 277 274 272 269 267 264 262 259 257 254 252

11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

268 266 264 261 259 257 255 252 250 248 246 243 241 239 237 235 232 230 228 226 223

9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8

253 251 249 247 245 242 240 238 236 234 232 230 228 226 224 221 219 217 215 213 211

10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9 9 9 9

247 245 243 241 239 237 235 233 231 228 226 224 222 220 218 216 214 212 210 208 206

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

187 185 184 182 181 179 178 176 175 173 171 170 168 167 165 164 162 161 159 157 156

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 6 6 6

194 192 191 189 188 186 184 183 181 179 178 176 175 173 171 170 168 167 165 163 162

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

71 70 70 69 69 68 67 67 66 66 65 64 64 63 63 62 62 61 60 60 59

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

55 55 54 54 53 53 52 52 51 51 50 50 50 49 49 48 48 47 47 46 46

12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

342 339 336 333 331 328 325 322 319 316 313 311 308 305 302 299 296 294 291 288 285

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

122 121 120 119 118 117 116 115 114 113 112 111 110 109 108 107 106 105 104 103 102

12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

374 371 368 365 362 358 355 352 349 346 343 340 337 334 330 327 324 321 318 315 312

13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11

410 407 403 400 396 393 389 386 383 379 376 372 369 366 362 359 355 352 349 345 342

18 18 18 18 18 18 18 17 17 17 17 17 17 17 16 16 16 16 16 16 16

502 498 494 489 485 481 477 473 468 464 460 456 452 448 443 439 435 431 427 423 419

9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8

204 202 201 199 197 195 194 192 190 189 187 185 184 182 180 179 177 175 173 172 170

13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11

411 408 404 401 397 394 390 387 384 380 377 373 370 366 363 360 356 353 349 346 343

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

153 152 150 149 148 147 145 144 143 142 140 139 138 136 135 134 133 131 130 129 128

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

53 53 52 52 51 51 50 50 49 49 49 48 48 47 47 46 46 46 45 45 44

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

140 139 138 136 135 134 133 132 131 129 128 127 126 125 124 123 121 120 119 118 117

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

131 130 129 128 127 126 124 123 122 121 120 119 118 117 116 115 114 112 111 110 109
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（教育方針例）
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その際，行政が一方的に進めるのではなく，これからの学校の在り方に関する学校関係者や保護者，

子ども，地域の方々の願いや思いを受け止め，より多くの関係者の理解と協力を得ながら，それぞれの

市区町村の地域の実情に沿った最適解をみつけ，望ましい教育環境の実現を目指して取り組む環境

を整えることが非常に重要です。 

これらの過程で必要になることが，組織のトップである首長のリーダーシップです。どのような教育を

実現するのか，そのためのより良い教育環境とは，その実現に学校の適正規模・適正配置が必要なの

か，首長がこれらを自分の言葉で，教職員や保護者，子ども，地域住民に対して説明して理解を求める

意味でも，市区町村内の各組織を連携させた庁内横断的な検討をリードしていくことが求められます。 

適正規模・適正配置の方向性(検討例)
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11エリア

７エリア

５エリア

できるだけ現在の
中学校区を維持

望ましい学校規模
の確保を優先

【最低限】

【最大限】

（20年後）

適正規模・適正配置
の検討の視点の例

• 学校規模の確保
学級数

小学校：〇学級
中学校：□学級 以上を確保する

• 分散進学の解消

• 地域と学校区の整合

• ハザードの回避
・津波浸水エリア

・河川浸水エリア

・土砂災害警戒（特別警戒）エリア

改善項目

• 学校規模
• 分散進学
• 地域整合
• ハザード

改善項目

• 地域整合
• ハザード

教
職
員
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配
置

学
校
施
設

適
正
規
模

適
正
配
置

学
校
運
営

(

地
域)

DX

等

課題の整理（例）

• すでに学区全体で小規模校
のエリアあり

• 小学校区と中学校区が一致
していない

• 免許外教科指導が生じてい
る

• 経験・年代等バランスの取
れた職員配置が難しい

• 老朽化が進行しており、ト
イレ改修・更衣室整備等の
対応が必要

• バリアフリー化が不十分

• 浸水エリアや土砂災害警戒
区域等に立地する学校あり

• 地域活動の拠点が不足

• 他の公共施設も老朽化

• Wi-Fi設備やその他周辺器材
等が不足している
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● シミュレーションはコストとセットで 

学校の適正規模・適正配置の方向性とそれを踏まえた施設整備の検討では，それまでに整理した将

来推計や多面的な実態把握，学校施設・運営面での課題を基に「適正規模・適正配置」「教職員の配置」

「学校施設」「学校運営（地域との連携）」「DX化（ICT化）」の５つの観点で検討を進めます。 

先にまとめたシナリオで，これらの観点をいつまでに，どの程度達成できるのか，現状維持の場合も

含めて確認していきますが，このときコストも含めて検証することが重要です。コストの把握は P14-15

で解説しましたが，施設の維持・更新コストだけでなく教育活動に係る費用や人件費も含めた全体のコ

スト（１校あたり３～５億円）を用います。 

各シナリオをコスト面から比較することで削減効果がみえてくるはずです。伴って，コストだけでみれ

ば，小規模校に係るコストが割高であることや，削減できたコストを目標達成の取組に回すことができ

るなど，地域の実情に応じて様々なことが分かるようになります。 
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１ ２ ３ ４ ５
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対応策

教職員
配置

老朽化
対応

ソフト

ハード

現
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ベース案
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望
ま
し
い
学
校
規
模

の
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複式学級 小規模
標準規模
（最低限）

標準規模学校
規模

スクール
バス等

交通費
補助

対応策

教職員
不足なし

教員不足
(専科教員

不足)

教員不足
(免許外指導)

補助職員
配置

主な
内容

劣化対応
不十分

修繕
（機能回復）

長寿命化
改修

屋上、外壁
補修等

       化        化
新たな機能

建替え
(ZEB化)

対応策

地域開放

      
・    

普通教室
ICT化

特別教室
ICT化

     
教材

AI型
教材

案②案①現状 ベース案

複合化+
運営委託

メディア
センター

副担任
（全学級導入）

EV設置
          
新たな機能

補助職員
配置

副担任
（一部導入）

長寿命化
＋

一部建替え

公共施設
と複合化

全館Wi-Fi
完備

      
       

（余裕教室活用）

学校運営 小中一貫教育

地域開放あり

徒歩+
自転車

地域開放なし

地域交流

部分補修

（遠隔授業の活用）
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また，複合化・共用化する枠組みをあらゆる面で活用することも重要です。学校に子ども関連の窓口

となる首長部局の部署を複合化して施設全体の維持管理は首長部局が担う（または外部委託して教職

員の負担軽減を図る），学校のプールは改修等は行わず民間施設を借りて指導も委託する，地域や子

どもの状況を踏まえ低学年分校を設置するとともにデジタル技術を最大限活用して教育の充実を図る

といった思い切った取組を市区町村内の関連部局が一丸となって考え，進めている市区町村もすでに

出てきています。 
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● 都道府県と市区町村はこれまで以上に連携して行う 

これまで述べてきたように，適正規模・適正配置の基本方針を策定する過程においては，特別支援

教育や不登校支援をはじめ，学校単独あるいは市区町村単独での解決が難しい課題の解決のため，

都道府県との連携がこれまで以上に必要な状況も出てきています。また，公立の小学校や中学校は市

区町村による設置・運営がほとんどですが，学校にかかる総コストの詳細をみると，国や都道府県から

の支援が占める割合が大きいことも先に説明しました。 

これからの適正規模・適正配置の検討では，複数プラン・整備時期と建設コスト・学校に係る総コスト

の３点セットと，改善効果を合わせて検討を成熟させていくことが重要ですが，ことコスト面については

都道府県と話し合い，より柔軟かつ実態に即した補助金・交付金などを活用していくことが必要になっ

てきます。また，設置義務が課されている学校段階にこだわらず，小・中学校と域内の都道府県立高校

との複合化・集約化やそれに伴う連携，必要な予算調整などにより，教育活動のさらなる充実も期待さ

れるところです。 
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合計 合計 合計

（億円/年）

ベース案 案②案①

複数プラン

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044

小学校 設計 設計 14.8億円

小学校 設計 設計 20.7億円

中学校 設計 設計 14.0億円

小学校 設計 設計 18.0億円

小学校 設計 設計 13.3億円

中学校 設計 設計 15.7億円

小学校 設計 設計 20.0億円

中学校 設計 設計 18.3億円

小学校 設計 設計 設計 13.1億円

中学校 設計 設計 20.2億円

小学校 設計 設計 10.6億円

小学校 設計 設計 10.6億円

中学校 設計 設計 20.9億円

地域

A
地
域

B
地
域

第1期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

学校名

第1期改修 第2期改修

第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第1期改修 第2期改修

第１期 第２期 第３期 第４期

コスト

①

②

③

⑥

⑦

④

⑤

⑧

⑪

⑩
⑨

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩
⑪

改善効果の比較

整備時期と建設コスト 学校に係る総コスト

ベース案

案①

案②

第１期 第２期 第３期 第４期 コ
ス
ト

学
校
名

地
域

Ａ
地
域

Ｂ
地
域

20年間合計 〇億円 ベース案 案① 案②

130億円/年

105億円/年
90億円/年

コスト削減 コスト削減

新たに
できる
こと

新しい
課題

課題の
減少

ベース案 案① 案②現 状

教職員の負担軽減

公共施設との複合化

課

題

適
正
規
模
・

適
正
配
置

11学級以下

６学級以下

津波エリア
分散進学

通
学

区
域

施
設

状
況

教職員

等

老朽化状況
劣化状況

免許外教科指導

等

等

６学級以
下が増加

改修で劣
化は改善

津波エリア
分散進学

免許外教科指導

11学級以下

教職員の負担軽減

公共施設との複合化

学年を越えた交流

通学距離が
延びる

通学距離が
延びる

課題の減少
課題の減少

今後、10年・20年における事業計画の策定

削減されたコストを
課題解決へつなげる
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都道府県教育委員会は，域内の市区町村が理念の実現に向けて，予算を踏まえながら中長期にわ

たる対応策を講じ，取り組むことができるよう，ときには取組を主導しつつ，よりきめ細かいサポートを

行っていくことなども，その役割となってくると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20年間総額（単年度平均）コスト試算より更新・改修費施設面

照明器具取替修繕、フェンス修繕、床張替修繕、
シャッター修理、トイレ床壁修繕等

消耗品費
修繕料

需用費

維持管理 駆除手数料 等手数料役務費

エレベーター保守点検、プール浄化装置保守点検
業務委託、警備業務委託 等等委託料

ガス・電気・灯油・上下水道光熱水費

一般消耗品、消耗品費
需用費

学校運営費管理運営面

写真冊子作成業務、印刷製本業務、通知表等印刷製本費

電話料金、FAX、切手代等通信運搬費役務費

デジタル印刷機リース料、AEDリース料等使用料

教材教具、事務用備品、図書館図書、机椅子等備品購入費 等

遠距離通学補助、体験授業料、
特別支援教育就学奨励費

委託料教育振興、
教育支援事業 補助金 等

インターネット接続利用料通信運搬費役務費

ICT推進事業新たな学習 プログラミング教育導入計画支援 等委託料

校務用パソコン等・校務用プリンター等購入費備品購入費 等

校長、教頭、教諭（担任・特別支援・専科・養
護・栄養・日本語）、非常勤、事務、部活指導県費教職員

栄養士・調理員市費

事務・司書・用務員

支援員・ALT・部活動外部支援員 等

給食食材放射性物質測定委託料、給
食室害虫防除管理業務委託、ボイ
ラー点検等

給食関連

＜学校に係る総コスト＞
• 公立学校施設整備費負担金
(負担金/文部科学省)
• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)
• 教育施設等騒音防止対策事業費
補助金(補助金/防衛省)

• ブロック塀・冷房設備対応特例
交付金(交付金/文部科学省)

• 公立文教施設整備等都道府県事
務費交付金(交付金/文部科学省)

• 公立学校情報通信ネットワーク
環境施設整備費補助金
(補助金/文部科学省)
• 学校保健特別対策事業費補助金
(補助金/文部科学省)

• 要保護児童生徒援助費補助金
(補助金/文部科学省)
• 特別支援教育就学奨励費補助金
(補助金/文部科学省)
• 地方スポーツ振興費補助金
(補助金/スポーツ庁)

• GIGAスクール構想加速化基金
(文部科学省)
• 教育のICT化に向けた環境整備計
画(文部科学省)

• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)

• 県費：教職員

関連する補助金等

都道府県と市区町村が一体となって行う
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